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新旧製品群間の移行プロセスに関する考察
― VTR機器からDVD機器への移行に関するパネルデータに基づいて ―
樋　口　　　徹
１．はじめに
　携帯電話の個人への普及浸透や利便性の向上に伴って、時刻確認、写真や動画撮影、テ
レビ視聴など本来の携帯電話以外の用途で使用されることも多くなった。さらに、スマー
トフォーンの登場によって、用途は一層拡大し、パソコンやゲーム機器を代替するように
なってきた。このスマートフォーンの例は、技術進歩によって、カテゴリーが異なる製品
間での代替関係が存在していることを示している。過去には、CDプレーヤーの登場によっ
て、レコードとレコードプレーヤーの製造・販売が激減・衰退したこともあった。本研究
では、市場の中心がビデオテープレコーダー（以下、VTRと略す）からDVD機器（以下、
DVDと略し、ソフトを意味する時はDVDソフト、記録メディアの時は光ディスクと表記
する）への移行プロセスに基づいて考察を進める。1996年11月にDVDが発売されてから
十数年の間に市場の主流がVTRから移り変わった比較的新しい事例である。VTRとDVD
の購入に関するパネルデータを通して、代替関係にある新旧製品カテゴリー間での移行プ
ロセスを明確にすることを本研究の目的とする。
　技術革新は製品カテゴリーの内外で起こるので、以下のように整理し、議論を進める。
同一製品カテゴリー内では、累積的に技術革新が進むと想定し、革新的・破壊的なものは
別カテゴリーとする。累積的な技術革新によって生まれた同程度の基本性能を有する製品
の集まりを新製品世代とし、新旧製品世代間で製造や販売の中心が移行することを製品世
代交代と呼ぶ。例えば、VTRにおいてはモノラルVHSからHiFi-VHSへと音質が改善され
た製品世代に製品世代交代が進み、そしてDVDにおいては再生専用機からHDDへの録画
可能機、ブルーレイディスク再生可能機へと製品世代交代が進んだ。特に、本稿では同じ
製品カテゴリー内に、複数の製品世代が存在していることは多々見られるので、同じ製品
カテゴリー内の複数の製品世代を集めた用語として製品群を用いる。次に、当該製品のカ
テゴリーの外側でも様々な技術革新が発生する。技術革新によって当該製品との補完関係
や代替関係が生まれる場合もあるし、同じ用途で設計されたものでも革新的あるいは破壊
的な技術革新によって異なる製品群として扱われる場合もある。例えば、VTRはアナロ
グ技術に基づいて磁気テープを記録媒体として使用しているが、DVDはデジタル技術に
基づいて光ディスクを使用している。尚、本研究における製品群の分類は日本産業標準分
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類に基づいて行い、細目番号が同じでも別項目として認識されているものは異なる製品カ
テゴリーあるいは製品群（以下は、製品群に統一）として扱っている。
　複数の製品群を同じ用途で利用できることが多々ある。数十年に渡って並存する場合と
十年以内に新旧製品群の間で市場の主流が移り変わっていく場合がある。前者の例として
は、テレビ放送の視聴に関して、テレビ受像機、PC、携帯電話、携帯オーディア端末な
どが並存していることを挙げることができる。後者は、複数の代替関係にある製品群の中
から一つの製品群のみが存続し、その他は市場から退出する事例が該当する。本研究では、
後者の新旧製品群間の代替関係および移行プロセスについて、VTRからDVDへの移行事
例に基づいて考察する。
２．新旧製品群間の代替関係と移行プロセス
２−１．新旧製品群間の代替関係の枠組み
　代替財とは、経済学上、ある財の使用量を減らしても、他の財の使用量を増やすことに
よって、同等の効用が実現可能な関係にある財である。所得効果を考慮せずに、ある財の
値下げあるいは値上げが他の需要の増加あるいは減少につながる場合、両者は租代替関係
にある。両者の交差価格弾力性はある財の価格変化分（％）を分母、その代替財の需要量
の変化分（％）を分子として算出され、その値が負となる場合は代替関係、正となる場合
は補完関係に分類されている（Krugman and Wells　2007）。
　しかし、交差価格弾力性を代替関係にある新旧製品群間に適用する場合、新製品群の価
格変化だけで、旧製品群の需要量変化を説明するのは適当でない。なぜなら新製品群の市
場投入当初は新製品群に関しては基本性能が飛躍的に向上する余地が残っているのが一般
的なので、価格変化以上に、基本性能が大きく変化することが多いからである。したがっ
て、本研究の場合、新旧製品間の価格交差弾力性には所得効果より技術革新の影響を反映
させる必要がある。
　マーケティング上は、経済学の代替関係に基づき、競合関係にあるブランドを評価し、
購買に至る意思決定プロセスに関心が寄せられている。Kotler and Armstrong （1995）は
以下の５つの代替品評価の基本概念を示している；
　① 消費者の判断に基づく製品属性、
　② 消費者の頭に浮かぶ想起属性、
　③ 消費者の頭の中で形成されるブランド信念、
　④ 消費者の持つそれぞれの属性ごとの効用関数、
　⑤ ブランドに対する態度（評価・選好）。
　しかし、新旧製品群間の代替関係を考察する際に、ブランド評価は決定的な要素ではな
い。なぜなら新製品群が投入された当初はその製品群に関するブランド・イメージが構築
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されてないからである。さらに、新製品群の市場投入当初には投入した企業へのブランド
評価が普及に大きな影響を与えるかもしれないが、多くの消費者が比較するのは旧製品群
との性能差や価格差などである。そして、新旧製品群では評価される製品属性や想起属性
も大きく異なり、さらに、製品属性の効用関数も時間とともに変化するので、上述の５つ
の代替品評価の基本概念を新旧製品群に関する購買の意思決定に応用することは困難であ
る。そこで、本研究では、新製品群発売後の新製品群の購入パターンを旧製品との関係か
ら細分化することによって、旧製品群から新製品群への移行プロセスを解明することを試
みる。
２−２．新旧製品群間の移行プロセス
　同一製品群内の製品世代間交代の進行プロセスはｓ字曲線で表現されることが多い。横
軸を時間軸として、Fisher and Pry （1971） は食品や殺虫剤などの新製品が販売された後
の新製品の販売数量を縦軸とし、そしてBlackman （1974） は、自動車や家電製品に関して、
新製品の市場シェアを縦軸とし、新旧製品間の世代交代はｓ字曲線で近似できることを示
した。
　新旧製品群間の代替関係について、補完効果と代替効果が議論されている。斉藤（2009）
では、IT製品の採用履歴を観測したパネルデータを用いて、便益を一部共有するIT製品
間では補完効果があるとして、前者の立場を採用している。それに対して、Kim et al. 
（2000） は後者の立場を採用し、Mahajan and Muller （1990） が示した製品世代間の世代交
代と市場の成長プロセスを異なる製品群に応用し、製品群間の価格性能比を考慮して新製
品群による既存製品群の市場からの駆逐を説明した。Shocker （2004） は時系列的に代替
関係にある新旧製品群の盛衰について考察を進め、新規に投入された代替製品群が既存製
品群と比較して改良されている場合、新旧製品群間で切り替えが急速に進むことがあるこ
とを指摘している。なぜなら、既存製品群が既に市場を開拓済みであり、新規の代替製品
群を流通させる際に、既存製品用に構築された流通経路を利用することができるからとし
ている。本研究の立場はKim et al. （2000） とShocker （2004） に近く、代替関係にある新
旧製品群の間の移行プロセスを考察対象としている。さらに、代替関係にある新旧製品群
間の移行に関しても製品世代交代と同様にｓ字曲線への当てはまると仮定し、議論を進め
る。
　ある製品群に対して消費者が行う購買形態の変遷についてはBayus （1988）の中で、購
買の種類を新規購買とリピート購買に大別し、さらにリピート購買を買い替えと買い増し
に分類し、それぞれの購買形態が行われる要因について整理している。樋口（2010）で
は、買い替えと買い増しの区別を明確にし、これらの購買間の順序依存関係を整理してい
る。新規購買の後にリピート購買が行われるのが当然であるが、その中身には所有してい
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るものを新しいものに取り換える買い替えと所有台数が増加する買い増しがある。買い替
えの対象には過去の新規購買と買い増した分がなりうる。そして、買い増しは、買い替え
前に行われることもあるし、買い替えた後に行われることもある。
　新規購買とリピート購買の最大の違いは、最初の一台目として初採用するかそうでない
かである。新規購買の進展は普及論で整理されている。普及論では、時間経過に重きを
置きながら、Rogers （1962） の採用時期による消費者分類およびMansfield （1961） やBass 
（1969） の革新者と模倣者区分に基づく普及進展プロセスの解明が重要な役割を果たして
いる。Rogers （1962） は事後的に消費者を標準正規分布の第１標準偏差と第２標準偏差で
分類したものなので、購買の動機に関しては十分に説明ができないが、消費者の分類根拠
として用いられることが多い。もう一方のMansfield （1961） やBass （1969） は自然科学分
野の拡散モデルを応用したものである。新製品が普及するには消費者の意思決定が不可欠
であり、さらに実際に広く普及するには数年から数十年要することが多い。その間に技術
革新や価格下落など製品自体が変化するので、消費者の購買動機も、時期によって、大
きく異なる。それらを踏まえて、これらの研究に、価格性向 （Bass 1980; Robinson and 
Lakhani 1975）、新製品を他者より早く利用することに起因するリスク （Kalish 1985）、技
術進歩による性能向上 （Norton and Bass 1985） など製品自体およびそれを取り巻く環境
の変化に対する消費者の反応が付加されてきた。
　耐久消費財の長期的なリピート購買に関しては、Bayus （1988）の貢献が大きい。特に、
買い替えの動機として、新製品投入の影響などの自発的なものと故障や陳腐化などによる
非自発的なものを加えた。非自発的な購買には、重度の故障によって物理的に使用ができ
なくなるケースと、物理的には使用できるが、外部性の影響などによって支障が発生して
いるケースがある（ソフト、規格、アフターサービスなどの問題）。そして、自発的な購
買には、使用には支障はないが、新機能搭載の新製品の発売や低価格化などの影響を受け
て買い替えが行われるケースがある。
　代替関係にある新旧製品群の移行プロセスは、両製品群間の関係を考慮する分だけ、複
雑になる。最初に、旧製品群を所有しているかいないかで、大別する。旧製品群を所有し
ていない世帯の場合、新製品群の新規購買は新旧両製品群を合わせて初採用となる。そし
て、新製品群のリピート購買の際にも、旧製品からのつながりを考慮する必要はないの
で、単純あるいは純粋なリピート購買になる。それに対して、旧製品を所有している場合
は、新製品群の購入に際し、所有している旧製品群を処分せずに、新製品群を補完的（追
加的）に購入するのか、あるいは、旧製品群を処分し、新製品に切り替えていくのかで状
況が異なる。したがって、新旧製品群間の代替を考慮する場合には、３（購買形態パター
ン）×３（新旧製品群間の関係パターン）の９パターンを考察する必要が生じる。
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３．VTRとDVD製品群の代替関係と移行プロセス
３−１．VTRとDVD製品群の代替関係の確認
　図１は、横軸にVTRの国内出荷台数、縦軸にDVDの国内平均出荷価格をとり、年単位
での変化を示したものである（ひし形のマーカー）。1997年に発売されたDVDは再生専用
であったが、2000年以降録画機能付きが発売され、数年で市場での販売の主流が録画機
能付きDVDにシフトした。その動きに伴って、平均出荷価格が上昇した。それに対して、
VTRに関しても、デジタル技術に基づくD-VHSが1997年に発売されたが、市場の主流は
HiFi-VHSのままであった。したがって、基本性能の向上を踏まえずに、単純に国内平均
出荷価格を用いて、新旧製品群間の交差価格弾力性を考察しても無意味である。
　DVDの基本性能の向上分を加味したものが図１中の＊のマーカーで示したものである。
基本性能の向上分を反映するために、『民生用電子機器データ集』に掲載されているデー
タに基づいて、以下の手順でDVDの国内平均出荷価格の修正を行った；
　（1）再生専用と録画可能DVDの基本性能をそれぞれ数値化した。
　　　（1−1）再生専用DVDの基本性能を１と設定し、
　　　（1−2）再生専用と録画可能DVDの平均年間国内出荷価格を各々算出し、
　　　（1−3）両者の市場シェアが等しくなる時点で、両者の基本性能を平均年間国内出
荷価格で除したものが等しくなると仮定し、
　　　（1−4）録画可能DVDの基本性能を4.01と算出した。
　（2）DVDの平均国内出荷価格に対して基本性能の向上分を加味する形で修正した。
　　　（2−1）再生専用と録画可能DVDの年間国内出荷台数を用いてDVD全体の基本性能
を加重平均し、
　　　（2−2）その値でDVDの平均国内出荷価格除した。
この修正値を用いて、新旧製品群間の需要に関する代替関係を示しているのが、図１のマー
カーなしの太い線である。それを上記手順で修正したものを分数関数で近似したものであ
る（決定係数は0.95）。この分数関数は負の双曲線であるので、両者が代替関係にあると
する根拠の一つとなる。
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３−２．VTR製品群からDVD製品群への移行プロセス
　図２はVTRとDVDの国内出荷台数の推移を示したものである。DVDが発売される1997
年以前の年間国内出荷台数は500万台から700万台程度で推移していた。DVDの普及が進
んでいる時期は両者を合わせた需要が一時的に増加し、その後、年間600台程度にまで
下がった。DVDの国内出荷台数が伸び始めた後からVTRの国内出荷台数は激減している。
さらに、両者の国内出荷台数間では強い負の相関関係も確認された（相関係数；−0.95、
１%有意）ので、DVDとVTRの間には代替関係が成立し、市場の主流がVTRからDVDに
移行したと言える。DVDの国内出荷台数をVTRとDVDの国内出荷台数の合計で除したも
のの時系列の推移はロジスティックス曲線に対して当てはまりが非常に良かった（１%有
意）。以上からVTRとDVDの間には代替関係が成立し、その間には新旧製品群間の代替関
係が成立すると結論づけることができる。
『民生用電子機器データ集』より作成
図２：VTRとDVDの国内出荷台数の推移
『民生用電子機器データ集』より作成
図１：DVD国内出荷価格の下落および平均性能の向上とVTRの国内出荷台数の推移
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３−３．VTRとDVDの購買形態と購買動機
　表１は代替製品群が不在時のVTR製品の場合の購買形態と動機を分類したものである。
1996年にDVDが発売される前は、レーザーディスクプレーヤーを除いて、VTRと代替関
係にある製品群は無かった。そのレーザーディスクプレーヤーも商業用や一部の映像マニ
アに広まった程度で、本格的に普及はしなかった。したがって、1996年10月以前のVTR
は代替製品群が存在しない単純なケースに該当する。本研究では、購買形態ごとの購買動
機を購買対象製品の属性および所有製品の状況に関するものにのみ限定し、消費者の属性
や状況に関するものを除いている。その理由は、消費者の属性を事前に識別することは困
難であり、そして消費者の状況も時間とともに変化するからである。表1では、全ての購
買形態の共通の動機として、新機能（新製品）、低価格、使い易さを挙げている。買い替
えの動機に関しては故障関連を加えている。所有している製品が使用できない程の重度の
故障によって、買い替えが行われる場合もあるし、機能の一部に支障がある程度の軽度の
故障による場合もある。さらに使用に差し障りがない状態でも、Bayus （1988） が指摘し
た自発的な買い替えもありうる。所有している製品と比較して、販売されている製品の機
能、価格、使い易さなどを高く評価し、買い替えを行う場合が自発的な買い替えに該当する。
　代替製品群が存在する際に、旧製品群との関係を踏まえて、新製品群の購買形態を分類
した方が、より詳細に移行プロセスを把握することができる。DVDの購入に際し、旧製
品群であるVTRの所有状況およびそれらの廃棄・譲渡の有無によって、新旧製品群の関
係を純粋型、切り替え型（図中は切替型と表記）、補完型に細分化している。純粋型とは
旧製品群とは無関係に新製品群の各種購買が行われるケースを指す。そして切り替え型は
新製品購入に際し、旧製品群を廃棄・譲渡するケースである（DVDの１台増加に伴って
所有VTRが１台減少）。最後に、補完型は旧製品のVTRの所有台数を維持したまま新製品
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図 ：  年  月時点で 975 採用世帯の  年  月までの購入状況 



表 ：  代替製品群が不在時の 975 の購買形態と動機の分類 
↓分 
↓類 
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群のDVDを新たに購入するケースが該当する。表２は表１を、新旧製品群間の関係を考
慮して、拡張したものである。購買動機に関しては新規購買と買い増しに関しては同じで
ある。しかし、最初のDVDの製品世代には録画機能が含まれていなかったので、DVDソ
フトの影響が大きいので、DVDの購買動機にDVDソフトを加えた。さらに、買い替えに
関しては新旧製品のどちらかあるいは両方を処分したかで違いが生じる。
4.　パネルデータによる新旧製品群間の移行プロセスの検証
４−１．パネルデータの説明
　この節で用いているパネルデータは2011年5月に実施した1996年11月から2010年3月まで
の約15年間のVTRとDVDの購買行動に関するアンケート調査結果である。アンケートの
対象者は東京23区内およびその近郊の私立大学に在籍する学生のいる世帯である。無作
為抽出とせずに、特定世帯に絞った理由は、アンケート集計および説明の容易さもあるが、
世帯の家族構成やその年齢の違いなどの影響をできるだけ排除したかったからである。他
にも、若年の子供がいる世帯の方が流行に対して敏感で、過去のイベントや出来事などの
想起のし易さからVTRとDVDの購入時の状況を覚えている可能性が高いと予想したから
である。
　アンケートの中身は、以下の４つの項目から構成されている。第１の項目は世帯の属性
である。具体的には、家族構成などの客観的な質問と世帯単位での購買意欲などの主観
的な質問から主に構成されている。第２の項目は、1996年11月（DVD発売開始）時点と
2011年４月時点でのVTRとDVDの所有状況についてである。第３と４の項目は、1996年
以降のVTRとDVDの購入時期とその形態と動機についてである。第５の項目は、パソコ
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表 ：  代替製品群が存在する時の '9' 製品群購買形態と動機の分類 
分 
類 
↓ 
↓ 
所有 
状況 
975  975 未所有  975 所有 
'9'  未所有  '9' 所有  '9' 未所有  '9' 所有 
処分 
状況 
975   未処分  処分  未処分  処分 
'9'   未処分  処分   未処分  処分  未処分  処分 
購買形態  新規  買増  買替  新規  新規  買増  買替  買増  買替 
既 存 製 品 の 影 響  純粋型  純粋型  純粋型  補完型  切替型  補完型  切替型  切替型  切替型 
購買動機 ※  $ $ % $ %’  $ % %’  %” 
※ 購買動機の内容は表  と同じであるが、全購買の動機に '9' ソフトの充実を加え、買い
替え（ %）に関しても若干異なる部分がある。% は所有している同一製品群に属する '9'
製品を処分する場合が該当するが、 %’は所有している代替関係にある旧製品群の 975
製品を処分し、 %” は所有している新旧製品を同時に処分する場合を指す。 

 
表 ： 975 採用区分別世帯当たり購入状況の比較 

 
未採用 採用
㻤㻣 㻞㻞㻢
平均 㻝㻚㻝㻢㻝 㻝㻚㻣㻥㻢 㻜㻚㻢㻟㻢
統計量ｔ
片側Ｐ値
平均 㻜㻚㻠㻞㻡 㻜㻚㻤㻢㻣 㻜㻚㻠㻠㻞
統計量ｔ
片側Ｐ値
平均 㻜㻚㻣㻟㻢 㻜㻚㻥㻞㻥 㻜㻚㻝㻥㻠
統計量ｔ
片側Ｐ値
1％有意
1％有意
ＶＴＲ採用区分
世帯数
合計
ＶＴＲ
ＤＶＤ
㻠㻚㻞㻥㻜
㻜㻚㻜㻜㻜
差
㻜㻚㻜㻜㻜
㻡㻚㻟㻝㻝
㻜㻚㻜㻡㻜
㻝㻚㻢㻡㻟
※購買動機の内容は表1と同じであるが、全購買の動機にDVDソフトの充実を加え、買い替え（B）
に関しても若干異なる部分がある。Bは所有している同一製品群に属するDVD製品を処分する場
合が該当するが、B’は所有している代替関係にある旧製品群のVTR製品を処分し、B” は所有して
いる新旧製品を同時に処分する場合を指す。
表２：代替製品群が存在する時のDVD製品群購買形態と動機の分類
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ンやプレイステーションなどVTRやDVDを代替可能製品の所有状況と代替製品としての
利用状況について質問している。しかし、本稿では第１と５の項目に関しては、触れてい
ない。なぜなら第２～４から新旧製品群間の移行プロセスを最初に明確にする必要がある
と判断したからである。
　アンケート実施の準備として、講義の中でDVD購買形態とその動機の分類基準につい
て説明し、受講学生に最後に購入したDVDの購買について分類させ、動機の特定までを
行わせた。その後、自宅にて保証書や説明書あるいは添付した社会・メディア関係の年表
などを参考に、家族の話し合いを通して、プライバシー侵害あるいは不快に感じない範囲
で、回答するように協力を依頼した。回収した496世帯の回答用紙の中で、有効回答数は
313世帯分であった。無効となった主な理由は、購買形態の誤記入と購入年度の未記載で
あった。留学生に関しても生活環境が大きく異なっているので除外した。
４−２．DVDの普及とVTRの終末
　国内出荷台数に関しては、2003年度にVTRとDVDの年間国内出荷台数が逆転した（図
２）。VTRの国内出荷台数は1997年から2000年までは高い水準で安定していたが、その後
激減した。2008年にはVTRの国内出荷台数は『機械統計年報』から除外されるようになっ
た。それに対して、DVDの国内出荷台数は2001年までは微増であったが、その後2004年
のピークに至るまで急激に伸びた。市場の中心がVTRからDVDに移る過渡的な状況が
1997年のDVD販売開始から2001～2002年まで続いていた。1997年度のVTRの平均国内出
荷価格は３万1361円（GDPデフレータ―で修正済み）であったが、2002年度は１万7098
円（GDPデフレータ―で修正済み）にまでほぼ半減したので、DVDの普及が始まりつつ
ある状況でも、VTR国内出荷台数は緩やかに減少したと考えられる。
　それに対して、今回実施したアンケートでは、DVDの年間購入台数がVTRを最初に上
回ったのが2001年度であったので、『民生用電子機器データ集』の2003年より早くなって
いる。さらに、本アンケートでのDVDの年間購入台数は『民生用電子機器データ集』の
国内出荷台数のように円滑に伸びておらず、段階的な伸びを示していた。そして、2001年
度にVTRの購入台数が大幅に減少してからは、2007年度を除いて、2001年以降も少数な
がらも継続的に購入されている。本アンケート調査からでは、過渡的な状況は1997年から
始まり2000～2002年まで続いていたと言える。
　『民生用電子機器データ集』からの結果では両者の出荷台数が滑らかに推移し、そして
両者の移り変わりが鮮明に現れたのに対し、本アンケートでは両者の購入台数は激しく変
動し、両者の間の移り変わりが明確でなかった。『民生用電子機器データ集』と本アンケー
ト集計結果での違いを生み出す最大の要因として、考察対象の母数の隔たりとその範囲の
違いを挙げることができる。『民生用電子機器データ集』は国内出荷している製造業者に
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対してアンケートを行っているので、国内販売された新製品の大半が対象となっている。
その単位は年間数百万個になるので、より滑らか推移になると推測される。さらに、その
購入者には世帯だけでなく、企業や教育機関などが含まれるので、利用用途もさまざまで
ある。それに対して、本アンケートは2011年４月時点で大学生の子供がいる世帯（消費者）
に限定しているので、年間の購入台数も数十単位であり、用途も家庭での使用に限定され
ている。
　DVD発売当初にVTRを未採用であった世帯が87世帯あった。2000年度末までに30世帯
（VTR新規購買27世帯、DVD新規購買３世帯）、2011年度末までに61世帯（VTR新規購買
32世帯、DVD新規購買29世帯）が初採用を行った。2000年以降、VTRの累積の新規購買
台数変化はあまりなかったが、DVDの初採用によって伸びた。
　2001年以降、VTRあるいはDVDの初採用の半分以上はDVDが占めるようになり、2006
年以降は100％になった（図３参照）。2001～2002年と2006～2007年において初採用世帯数
の推移が極端な動きを示している。これはHDD内臓DVDの発売（2001年）、次世代規格
争い（2006年勃発）、VISTA発売（2007年）などの影響を受けたと考えられる。HDD内臓
DVDの販売開始によって、DVD再生専用機ではできなかったテレビ番組の録画もできる
ようなり、VTRを代替できるようになったが割高であったためである。新規購買を検討
する際に、時代遅れや勇み足になる危険性を考慮して、2001～2002年は買い控えが行われ
たと推測される。2007年に関しては、次世代規格争い勃発とDVD再生が標準整備された
VISTA登場により、再び買い控えが行われたと推測される。
　アンケート結果からDVDを購入した動機の順位は、値下がり（30％）、新製品（26％）、
ソフト充実（12％）、簡単操作（９％）、故障（７％）、その他（16％）であった。新製品
が発売された当初の購入動機は新製品が多かったが、2008年を除いて値下がりが上回った
図３：VTRとDVDの未採用者の採用状況
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（１）。「新製品購入台数の推移を２年遅らせた数値」と値下がりとの相関係数が0.8と高くなっ
た（１％有意）。新製品が販売されてから、２年程度経過し、値下がりしてから消費者が
購入したと言える。
４−３．VTR採用の有無によるDVD購買行動の違い
　次に、各世帯の購買履歴に関するパネルデータから、市場の主流がVTRからDVDへの
移行プロセスを明らかにすることを目的とする（２）。具体的には、DVD発売開始時点で
VTR採用済み世帯と未採用世帯に区分けして、VTRからDVDへ購入の主流がどのように
移り変わったのかを考察する。
　有効回答の313世帯が、1996年11月以降に、VTRを購入した平均台数は0.74台（分散0.55）
であるのに対し、DVDは0.87台（分散0.81）であった。DVDの購入台数の方がVTRを上回っ
ていた（５%有意）。DVD発売後に、VTRを１台購入した世帯は多かったが、２台目以降
を購入する世帯は急激に減少した。それに対して、DVDを１台購入した世帯はVTRを下
回ったが、２台目以降はVTRを上回っていた。
　図４は1996年11月時点でVTR未採用87世帯の2011年３月までのVTRとDVDの購入状
況を示したものである。87世帯の中で、26世帯がVTRとDVDのどちらも購入しなかった。
残りの61世帯の中で、VTRを初採用した世帯が31世帯あり、その中の25世帯（80％）が
後にDVDを購入した。先にDVDを初採用した30世帯の中には、後にVTRを購入した世帯
は無かった。DVDを新規購買した55世帯の中の40世帯（66％）がDVDのリピート購買も
行っていた。
　図５は1996年時点でVTR採用していた226世帯の2011年３月までの購入状況を示したも
のである。226世帯中の139世帯（62％）がVTRのリピート購買を行い、DVD採用後も31
図４：96年11月時点でVTR未採用世帯の購入状況
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世帯（14％）がVTRのリピート購買を続けた。VTR採用していた226世帯の中で、192世
帯（85％）がDVDを新規購買し、64世帯（28％）がリピート購買を行った。
　表３は1996年11月時点でVTRの採用状況によってグループ分けを行って、1996年11月
から2011年３月までの両グループ間の購入台数を比較したものである。VTRとDVDの合
計とVTRの購入台数に関しては未採用世帯と採用世帯の間で有意な差が確認された。し
かし、DVDに関しては有意な差は確認されなかった。VTRの採用世帯はDVD採用後も
VTRのリピート購買を続ける傾向があった。その背景には、録画済みのビデオテープや
使用ノウハウの蓄積があると推測される。さらに、Rogers （1962） の分類上、1996年11月
時点でVTRを未採用の世帯は採用遅滞者に該当し、彼らの購買行動は消極的とみなされ
がちであるが、『家計消費の動向』による2010年度末のDVDの普及率は70％（2004年度末
のVTRの最高普及率83％）であり、その段階で区分した場合に、両者の間でDVDの購入
台数に有意な差は確認できなかった。VTRの採用遅滞者は代替関係にあるDVDでも採用
遅滞者になるとは限らなかった。
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表 ：  代替製品群が存在する時の '9' 製品群購買形態と動機の分類 
分 
類 
↓ 
↓ 
所有 
状況 
975  975 未所有  975 所有 
'9'  未所有  '9' 所有  '9' 未所有  '9' 所有 
処分 
状況 
975   未処分  処分  未処分  処分 
'9'   未処分  処分   未処分  処分  未処分  処分 
購買形態  新規  買増  買替  新規  新規  買増  買替  買増  買替 
既 存 製 品 の 影 響  純粋型  純粋型  純粋型  補完型  切替型  補完型  切替型  切替型  切替型 
購買動機 ※  $ $ % $ %’  $ % %’  %” 
※ 購買動機の内容は表  と同じであるが、全購買の動機に '9' ソフトの充実を加え、買い
替え（ %）に関しても若干異なる部分がある。% は所有している同一製品群に属する '9'
製品を処分する場合が該当するが、 %’は所有している代替関係にある旧製品群 975
製品を処分し、 %” は所有している新旧製品を同時に処分する場合を指す。 

 
表 ： 975 採用区分別世帯当たり購入状況の比較 

 
未採用 採用
㻤㻣 㻞㻞㻢
平均 㻝㻚㻝㻢㻝 㻝㻚㻣㻥㻢 㻜㻚㻢㻟㻢
統計量ｔ
片側Ｐ値
平均 㻜㻚㻠㻞㻡 㻜㻚㻤㻢㻣 㻜㻚㻠㻠㻞
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片側Ｐ値
平均 㻜㻚㻣㻟㻢 㻜㻚㻥㻞㻥 㻜㻚㻝㻥㻠
統計量ｔ
片側Ｐ値
1％有意
1％有意
ＶＴＲ採用区分
世帯数
合計
ＶＴＲ
ＤＶＤ
㻠㻚㻞㻥㻜
㻜㻚㻜㻜㻜
差
㻜㻚㻜㻜㻜
㻡㻚㻟㻝㻝
㻜㻚㻜㻡㻜
㻝㻚㻢㻡㻟
３ VTR 別世帯当たり購入状況の比較
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
図 ：  年  月時点で 975 採用世帯の  年  月までの購入状況 



表 ：  代替製品群が不在時の 975 の購買形態と動機の分類 
↓分 
↓類 
975 所有状況  975 の未所有  975 の所有 
所有 975 の 
処分の有無 
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所有製品の処分 
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重
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図５：1996年11月時点でVTR採用世帯の2011年3月までの購入状況
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新旧製品群間の移行プロセスに関する考察
５．まとめ（普及に関するライフサイクルによる区分）
　本研究では、VTRとDVDの購入に関するパネルデータに基づいて、同じ用途で使用可
能な新旧製品群間の代替関係を確認し、購買形態を細分化し、新旧製品群間の移行プロセ
スを検証した。最初にVTRからDVDへの顕著な移り変わりが確認できたのは、2001年度
である。2001年を境に、DVDの購入台数がVTRを上回り、そしてVTRの未採用者がVTR
の新規購買が極端に行われなくなった。『家計消費の動向』によると、2000年と2001年度
の間で、DVDの普及率は9.3％から19.3％（最高の普及率で除した修正普及率では12.8％か
ら26.4％）に急上昇し、Rogers （1962） やMoore （1990）で指摘されている本格的な普及
の始まり時期と一致している。DVDを購入する際に、VTRを処分せずに追加的に購入す
る傾向があったので、VTRの普及率はゆるやかに減少している（2010年度末でも有効回
答世帯の48％がVTRを所有）。新旧製品群間の関係を考慮して、購買形態を細分化して把
握することによって、新旧製品群間の移り変わりの時期をより鮮明にすることができた。
これによって、不明確であったライフサイクル理論の成熟期と衰退期を区分けすることが
できるようになるので、製品ライフサイクル理論を見直す契機となるであろう。
　1996年11月時点でVTRの採用の有無により各世帯をグループ分けし、2011年３月ま
でのVTRとDVDの購買行動を追跡調査した結果、VTRとDVDの合計とVTRに関しては、
採用世帯の方がより多く購入することが確認されたが、DVDに関してはそのことは確認
されなかった。1996年11月時点でVTRを採用していた世帯はVTRのリピート購買をより
多く行ったのに対し、VTRの初採用を見送り続けた世帯だけでなく、1996年11月以降に
VTRを初採用した世帯もDVDへの移行は遅くはなかった。これは、旧製品群の採用遅滞
者は新製品群の採用遅滞者になるとは限らないことを示している。旧製品群の採用遅滞者
を新製品群の有望な顧客として認識する必要性を示唆している。
　本研究はVTRとDVDという明確な代替関係にある新旧製品群間の関係を扱っているが、
今日の製品群間の競争はスマートフォーンの事例が示すように機能拡張に伴って関連する
領域が拡張し、より複雑な形で進んでいる。同じ用途で使用可能な複数の製品群が市場で
並存するケースに応用できるように更なる研究が必要である。さらに、消費者の属性や意
思決定プロセスを踏まえて、新旧製品群間の移行プロセスの進行を分析していく必要もある。
注釈
（1）2008年は東芝がHD DVDからの撤退を表明し、次世代DVD規格争いが決着した年である。
（2）VTRとDVDではある時点でのライフサイクルのステージ区分および両製品群が普及した時期
の周辺環境も大きく異なるので、両製品群の購買行動の違いについては考慮していない。例えば、
VTRが本格的に普及した時期はソフト市場が未成熟であったが、DVDはソフトの充実が普及を促
進した。
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